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はじめに 

 

１．趣旨 

 本計画は、過疎地域自立促進特別措置法（平成 12 年 3 月 31 日法律第 15 号）

の失効期限が法律の改正により平成33年3月31日まで延長されたことに伴い、

同法第 6条第 1項の規定により必要な事項を定めるものである。 

 

 

２．対象地域 

 過疎地域自立促進特別措置法第 33 条第 2項の規定により、過疎地域とみなさ

れる南アルプス市芦安地区（旧芦安村の区域）を対象とする。 
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南アルプス市 

過疎地域自立促進計画 

 

 

１  基本的な事項 

（１）南アルプス市芦安地区の概況 

ア．自然的、歴史的、社会的、経済的諸条件 

【自然的条件】 

芦安地区は、山梨県の最西端に位置し、南は南巨摩郡富士川町及び早川町、

静岡県静岡市、北は北杜市及び韮崎市にそれぞれ隣接している。また、東は釜

無川右岸、西は白鳳渓谷を経て北沢峠で長野県伊那市と接している。 

地勢は、東西約 20km、南北 8km と東西に細長い区域で、総面積 147.74k ㎡と、

市の全体面積 264.14 k ㎡の半分以上を占めている。地域の東南部のほぼ中央を

御勅使川が流れ、その両端にわずかに耕地が開けている。その北岸の急斜面な

段丘上に、八つの集落が点在している。また、2010 年世界農林業センサスの結

果によると、林野面積は 96.3％を占めている。 

気候は、芦安地区が東西に約 20km にわたっていることと、標高の高い山々を

有するため、平均気温及び降水量は、地点による差異が大きい。降雪期間は 11

月中旬から 4月中旬の 5ヶ月間に及び、最深積雪は 1ｍを超えている。内陸型の

気候であり、山間部の気候は、より厳しいものとなる。 
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【歴史的条件】 

 芦安地区は、14 世紀の中頃から人々が御勅使川沿いに耕地を開いて土着し、

農耕と狩猟生活を営むようになったのが集落形成のはじまりといわれている。

古くから、伝承伝説も多く、山梨県下でも最も古い村のひとつとされている。

明治 8 年、郡村区画整理によって武川筋芦倉村と西郡筋安通村が合併し、両村

の頭文字をとって芦安村が誕生した。平成 15 年 4 月 1 日に近隣の旧八田村、旧

白根町、旧若草町、旧櫛形町、旧甲西町と合併し、南アルプス市となった。 

 

【社会・経済的条件】 

 芦安地区へは、中部横断自動車道の白根インターチェンジの整備により、首

都圏からの所要時間は 2 時間程度である。また、現在整備が進められている中

部横断自動車道の開通により、静岡など東海方面からのアクセス向上も期待さ

れる。一般主要道としては、国道 52 号甲西バイパスと新山梨環状道路が整備さ

れ、地域の主要部へ県道甲斐早川線が整備されている。鉄道は、ＪＲ中央線の

竜王駅、塩崎駅等が最寄りである。バス路線は、南アルプスの登山口である広

河原と甲府駅を結ぶ季節路線バスがある。また、広河原と長野県境の北沢峠間

には、市営季節定期路線バスが運行している。なお、中央自動車道を利用した

市内と新宿を結ぶ高速バスも、芦安地区に隣接する八田地区、白根地区にバス

停を設けている。 

 地域に生鮮食料品等を扱う商店等はなく、白根、櫛形地区など市内中心部の

商店を利用している。 

 主要な産業は、温泉や山岳、自然資源を活用した観光業である。また、南ア

ルプスは国内でも有数の秀峰を有し、貴重な自然資源に恵まれており、平成 26

年 6 月 12 日には生物圏保存地域（Biosphere Reserves 以下、ユネスコエコ

パーク）に登録された。 
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イ．過疎の状況 

 芦安地区の人口及び世帯の推移を国勢調査結果で見ると、昭和 35 年の人口

1,161人をピークとして減少を続け、平成22年の調査では397人となっている。

人口減少の主な要因としては、昭和 26 年の芦安鉱山の閉山や主力産業である林

業の停滞、地域内で新たな雇用が実現しなかったことなどが考えられる。 

行政は、これまで過疎対策事業として、産業の振興、交通通信体系の整備、

生活環境の整備、福祉の向上、教育文化の振興等を推進し、ハード、ソフトの

両面で地域の自立を促進してきた。 

昭和 45 年に過疎振興対策事業の一環として実施した温泉開発を皮切りに、温

泉施設の整備やペンションの誘致などを行った。また、芦安中学校や芦安保育

所などの耐震化や芦安健康管理センター、芦安交流促進センターの建設など施

設整備も実施してきた。医療機関については、芦安村国民健康保険直営診療所

において診療を行ってきたが、平成 12 年度に閉所となり、それ以降はニーズの

高い高齢者の通院サービス事業を実施している。住宅施策としては、定住促進

住宅など公営住宅の整備を行い、地域外からの転入者の増加を図ってきた。平

成 21 年度に市内で初めての小水力発電所が建設され、区域内の芦安山岳館や芦

安温泉ロッジなどの公共施設の電力を賄っている。その他としては、結婚祝金

の支給や芦安活性化対策育英奨学金制度、地区内に家族と新たに転入し区域外

に勤務する者への通勤費補助金（3年間）の支給など、人口の増加と安住化を図

ってきた。 

 また、近年は住民を中心とした各種団体による活動が活発であり、住民が中

心となって、地域の将来像について考え、地域づくりを進めている。これらの

取り組みにより、地域外からの定住促進を図るとともに、住民の満足度の高い、

将来を担う若者が魅力を感じる地域となっていくことが期待される。 
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ウ．社会経済的発展の方向の概要 

平成 22 年国勢調査結果によると、芦安地区の産業別就業人口は、第三次産業

が 70％以上を占め、他方第一次産業は 1％程度である。これは、南アルプス市

全体の産業構造と比べて、地形特性から農業等の第一次産業がなく、第二次産

業や第三次産業への就業に偏っていることを示している。なお、芦安地区内に

おいては山岳観光が中心的な産業であり、今後も南アルプスがユネスコエコパ

ークへ登録されたことを追い風に、山岳観光のますますの振興が期待される。 

集落についても、地域資源や特性を活かした産業の振興、経済の活性化を模

索していくことが重要である。芦安地区特有の急峻な地形でも栽培可能な作物

や鳥獣被害を受け難い作物の栽培を行い、それらを地元で加工し、販売してい

く仕組みを検討していく。 

また、平成 26 年度に芦安地区桃の木と南巨摩郡早川町の奈良田を結ぶ南アル

プス周遊道路の整備が決定した。道路の開通により交流人口の増加が見込まれ

るが、芦安地区を訪れる好機となるよう、行政と地域住民が一体となって取り

組んでいく必要がある。 
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（２）芦安地区における人口及び産業の推移と動向 

国勢調査結果によると、芦安地区の人口は、昭和 35年の 1,161 人をピークに、

徐々に減少傾向となった。平成 2年の 552 人から、平成 7年 611 人、平成 12 年

613 人と増加したが、その後、平成 17 年 470 人、平成 22 年には 397 人まで減少

した。年齢構成別に見ても、昭和 35 年以降は高齢者比率が年々増加しており、

平成 22 年には 3割に迫っている。若者比率は、年度によって増減は見られるも

のの、全体的には減少傾向にある。 

また本市全域での人口は、国立社会保障・人口問題研究所が平成 25 年 3 月

に公表した試算結果によると、平成 22 年をピークとし、平成 52 年(2040 年)の

人口は63,600人まで減少するとされており、人口構成割合では年少人口は11.1%、

老年人口は 35.7%になると推計されている。 

また、芦安地区の人口は 365 人(平成 25 年 4 月 1 日現在)であるが、平成 56

年(2044 年)には 57 人まで減少することが見込まれている。 

以上のことから、現在芦安地区は人口減少、少子高齢化の状況にあり、今後

もその傾向がより顕著に表れることが予想される。 

 産業別人口を、過疎地域指定の人口要件の対象年である昭和 35 年から平成 22

年までの国勢調査結果の動向でみると、第一次産業は、昭和 35 年の就業人口比

率が 24.3％であったが平成 22 年には 1.6％と大きく減少している。これは、昭

和 39 年の南アルプス国立公園の指定を境に、林業の衰退、さらに農業従事者が

減少し、外への労働力流出のためであると考えられる。また、第二次産業人口

は昭和 35 年 58.6％、平成 22 年 22.8％で、35.8 ポイント、人数では 318 人減少

しており、地域外への流出によるものと思われる。さらに、第三次産業の比率

については、昭和 35 年の 17.1％から平成 22 年の 71.2％へと増加しているもの

の、近年の就業人口数に注目すると平成 7年から平成 22 年にかけて減少傾向に

ある。 
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 表１－１（１）　人口の推移（国勢調査）

旧芦安村（芦安地区）

実数
(人)

増減率
(％)

実数
(人)

増減率
(％)

実数
(人)

増減率
(％)

実数
(人)

増減率
(％)

実数
(人)

増減率
(％)

1,019 △ 12.2 839 △ 17.7 699 △ 16.7 637 △ 8.9 622 △ 2.4

267 △ 18.3 194 △ 27.3 125 △ 35.6 109 △ 12.8 108 △ 0.9

684 △ 10.8 573 △ 16.2 488 △ 14.8 443 △ 9.2 424 △ 4.3

うち

15～29歳 246 △ 27.4 215 △ 12.6 202 △ 6.0 162 △ 19.8 135 △ 16.7

（ａ）

68 1.5 72 5.9 86 19.4 85 △ 1.2 90 5.9

- - - - - - - - - -

(％) - (％) - (％) - (％) - (％) -

24.1 25.6 28.8 25.4 21.7

(％) - (％) - (％) - (％) - (％) -

6.7 8.6 12.3 13.3 14.5

実数
(人)

増減率
(％)

実数
(人)

増減率
(％)

実数
(人)

増減率
(％)

実数
(人)

増減率
(％)

実数
(人)

増減率
(％)

552 △ 11.3 611 10.7 613 0.3 470 △ 23.3 397 △ 15.5

93 △ 13.9 126 35.5 107 △ 15.1 78 △ 27.1 46 △ 41.0

368 △ 13.2 364 △ 1.1 379 4.1 277 △ 26.9 236 △ 14.8

うち

15～29歳 109 △ 19.3 112 2.8 132 17.9 80 △ 39.4 55 △ 31.3

（ａ）

91 1.1 121 33.0 127 5.0 115 △ 9.4 115 0.0

- - - - - - - - - -

(％) - (％) - (％) - (％) - (％) -

19.7 18.3 21.5 17.0 13.8

(％) - (％) - (％) - (％) - (％) -

16.5 19.8 20.7 24.5 29.0

-不詳

不詳

平成7年 平成12年 平成17年

総数

総数

平成22年

67

(％)

29.1

(％)

実数
(人)

1,161

327

767

339

高齢者比率

0～14歳

15～64歳

65歳以上（ｂ）

平成2年

区分

昭和60年昭和50年 昭和55年

（ｂ）／総数

高齢者比率

昭和40年

0～14歳

15～64歳

昭和45年

区分

5.8

（ａ）／総数

若年者比率

（ｂ）／総数

65歳以上（ｂ）

（ａ）／総数

若年者比率

昭和35年
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 南アルプス市

実数
(人)

増減率
(％)

実数
(人)

増減率
(％)

実数
(人)

増減率
(％)

実数
(人)

増減率
(％)

実数
(人)

増減率
(％)

51,336 △ 4.8 51,318 0.0 51,689 0.7 54,123 4.7 58,298 7.7

12,845 △ 21.1 11,580 △ 9.8 11,935 3.1 12,280 2.9 12,685 3.3

33,682 1.6 34,267 1.7 33,601 △ 1.9 34,594 3.0 37,345 8.0

うち

15～29歳 12,318 0.0 12,422 0.8 10,898 △ 12.3 9,960 △ 8.6 10,495 5.4

（ａ）

4,809 6.9 5,471 13.8 6,153 12.5 7,249 17.8 8,267 14.0

- - - - - - - - 1 -

(％) - (％) - (％) - (％) - (％) -

23.9 24.2 21.0 18.4 18.0

(％) - (％) - (％) - (％) - (％) -

9.4 10.7 11.9 13.4 14.2

実数
(人)

増減率
(％)

実数
(人)

増減率
(％)

実数
(人)

増減率
(％)

実数
(人)

増減率
(％)

実数
(人)

増減率
(％)

62,351 7.0 67,504 8.3 70,116 3.9 72,055 2.8 72,635 0.8

12,325 △ 2.8 12,428 0.8 12,282 △ 1.2 11,970 △ 2.5 11,320 △ 5.4

40,306 7.9 43,859 8.8 45,303 3.3 46,256 2.1 45,725 △ 1.1

うち

15～29歳 11,940 13.8 13,044 9.2 12,749 △ 2.3 11,697 △ 8.3 10,662 △ 8.8

（ａ）

9,719 17.6 11,217 15.4 12,530 11.7 13,821 10.3 15,531 12.4

1 - - - 1 - - - 59 -

(％) - (％) - (％) - (％) - (％) -

19.1 19.3 18.1 16.2 14.6

(％) - (％) - (％) - (％) - (％) -

15.6 16.6 17.9 19.2 21.4高齢者比率

15～64歳

65歳以上（ｂ）

（ａ）／総数

若年者比率

（ｂ）／総数

不詳

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

総数

0～14歳

（ｂ）／総数 (％)

高齢者比率 8.3

区分

平成2年

65歳以上（ｂ） 4,500

（ａ）／総数 (％)

若年者比率 22.8

不詳 -

15～64歳 33,140

12,317

0～14歳 16,284

区分

昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年

実数
(人)

総数 53,924
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表1-1(2)　人口の推移(住民基本台帳)

旧芦安村（芦安地区）

実数
(人)

構成比
(％)

実数
(人)

構成比
(％)

増減率
(％)

実数
(人)

構成比
(％)

増減率
(％)

総数 589 100.0 495 100.0 △ 19.0 402 100.0 △ 23.1

男 299 50.8 249 50.3 △ 20.1 191 47.5 △ 30.4

女 290 49.2 246 49.7 △ 17.9 211 52.5 △ 16.6

実数
(人)

構成比
(％)

増減率
(％)

実数
(人)

構成比
(％)

増減率
(％)

347 100.0 △ 15.9 343 100.0 △ 1.2

160 46.1 △ 19.4 163 47.5 1.8

187 53.9 △ 12.8 180 52.5 △ 3.9

0 - 0

2 - 1

総数（外国人住民除く）

男（外国人住民除く）

女（外国人住民除く）

参
考

男（外国人住民）

女（外国人住民）

区分

平成12年3月31日 平成17年3月31日 平成22年3月31日

平成27年3月31日
区分

平成26年3月31日

 

 

 

南アルプス市

実数
(人)

構成比
(％)

実数
(人)

構成比
(％)

増減率
(％)

実数
(人)

構成比
(％)

増減率
(％)

総数 70,183 100.0 72,459 100.0 3.1 73,014 100.0 3.9

男 34,580 49.3 35,725 49.3 3.2 36,062 49.4 4.1

女 35,603 50.7 36,734 50.7 3.1 36,952 50.6 6.4

実数
(人)

構成比
(％)

増減率
(％)

実数
(人)

構成比
(％)

増減率
(％)

72,079 100.0 △ 1.3 71,825 100.0 △ 0.4

35,598 49.4 △ 1.3 35,498 49.4 △ 0.3

36,481 50.6 △ 1.3 36,327 50.6 △ 0.4

349 - 367

535 - 523

総数（外国人住民除く）

男（外国人住民除く）

女（外国人住民除く）

参
考

男（外国人住民）

女（外国人住民）

区分

平成12年3月31日 平成17年3月31日 平成22年3月31日

平成27年3月31日平成26年3月31日
区分
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27
14

3 3 3 1 0

194

164

139

107

70

37
21

128

97

72

55

47

40

36

349

275
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表１－１（3）　産業別人口の動向（国勢調査）

旧芦安村（芦安地区）

実数/
比率

増減率
(％)

実数/
比率

増減率
(％)

実数/
比率

増減率
(％)

実数/
比率

増減率
(％)

実数/
比率

増減率
(％)

総数 508 △ 17.3 454 △ 10.6 366 △ 19.4 353 △ 3.6 339 △ 4.0

第一次産業　（人） 148 76 26 13 4

就業人口比率　（％） 29.1 16.7 7.1 3.7 1.2

第二次産業　（人） 227 261 202 162 186

就業人口比率　（％） 44.7 57.5 55.2 45.9 54.9

第三次産業　（人） 133 117 138 178 149

就業人口比率　（％） 26.2 25.8 37.7 50.4 44.0

分類不能 - - - - -

実数/
比率

増減率
(％)

実数/
比率

増減率
(％)

実数/
比率

増減率
(％)

実数/
比率

増減率
(％)

実数/
比率

増減率
(％)

総数 304 △ 10.3 312 2.6 286 △ 8.3 210 △ 26.6 184 △ 12.4

第一次産業　（人） 3 7 2 1 3

就業人口比率　（％） 1.0 2.2 0.7 0.5 1.6

第二次産業　（人） 145 129 111 62 42

就業人口比率　（％） 47.7 41.3 38.8 29.5 22.8

第三次産業　（人） 156 176 173 138 131

就業人口比率　（％） 51.3 56.4 60.5 65.7 71.2

分類不能 - - - 9 8

平成17年 平成22年

105

昭和40年

-

平成2年 平成7年 平成12年

昭和35年

実数/比率

614

区分

17.1

区分

149

24.3

360

58.6

昭和60年昭和55年昭和45年 昭和50年

南アルプス市

実数/
比率

増減率
(％)

実数/
比率

増減率
(％)

実数/
比率

増減率
(％)

実数/
比率

増減率
(％)

実数/
比率

増減率
(％)

総数 27,310 △ 4.0 29,133 6.7 27,621 △ 5.2 28,730 4.0 30,891 7.5

第一次産業　（人） 13,974 12,487 9,445 8,473 7,290

就業人口比率　（％） 51.2 42.9 34.2 29.5 23.6

第二次産業　（人） 6,214 8,407 8,832 9,274 11,687

就業人口比率　（％） 22.8 28.9 32.0 32.3 37.8

第三次産業　（人） 7,108 8,228 9,242 10,966 11,865

就業人口比率　（％） 26.0 28.2 33.5 38.2 38.4

分類不能 14 11 102 17 49

実数/
比率

増減率
(％)

実数/
比率

増減率
(％)

実数/
比率

増減率
(％)

実数/
比率

増減率
(％)

実数/
比率

増減率
(％)

総数 33,479 8.4 36,474 8.9 37,697 3.4 38,162 1.2 36,321 △ 4.8

第一次産業　（人） 6,139 5,641 5,045 4,699 3,702

就業人口比率　（％） 18.3 15.5 13.4 12.3 10.2

第二次産業　（人） 13,568 14,356 14,667 13,018 12,228

就業人口比率　（％） 40.5 39.4 38.9 34.1 33.7

第三次産業　（人） 13,758 16,449 17,946 19,712 19,745

就業人口比率　（％） 41.1 45.1 47.6 51.7 54.4

分類不能 14 28 39 733 646

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年

昭和35年

実数/比率

28,442

16,442

58

4

23

平成22年
区分

昭和60年

19

6,646

昭和55年

5,350

区分

昭和40年 昭和45年 昭和50年

表 1-1（4） 産業別人口の動向(国勢調査) 
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 （３）芦安地区の行財政の状況 

行政機構としては、芦安地区内に芦安窓口サービスセンターが設置されており、

本庁と連携をとりながら業務にあたっている。 

 財政面においては、社会経済低迷等により地方財政は非常に厳しい状況とな

っており、施策に充てられる財源は限られるため、県方針や市総合計画等の行

政計画を踏まえ、選択と集中による効果的で効率的な行政施策の推進が必要と

なっている。 

旧芦安村では、歳入の大半を占める普通交付税は年々減額となり、厳しい財

政運営を続けてきた。過疎債は、集会施設整備や道路改良事業などの必要な事

業に効果的に充当し、合併後の南アルプス市に引き継いでいる。 

地域の主要公共施設の整備状況については、順次整備が進められてきたが、

平成 25 年度末の市道整備状況を見ると、芦安地区内における舗装率は 91.2％で

あり、整備が進んでいる。林道や県道等の整備も含めて、まちづくりの方針に

沿った整備が必要である。  

生活環境施設や上下水道施設も順次整備が進んでおり、保健福祉施設はほぼ

充足している。小中学校については、小学校が平成 11 年に、中学校が昭和 59

年に新築されたことにより、危険校舎面積は解消された。 
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表 1-2(1) 財政の状況（単位：千円） 
  

     

区  分 
平成 12 年度 平成 17 年度 平成 22 年度 平成 25 年度 

旧芦安村 南アルプス市 

歳 入 総 額 Ａ 1,480,151 27,999,705 31,997,670 30,213,277 

  一般財源 845,930 17,541,449 18,579,418 19,327,515 

  国庫支出金 117,421 1,915,284 3,999,318 2,962,903 

  都道府県支出金 58,442 1,238,346 1,951,714 1,953,142 

  地 方 債 206,300 3,666,300 4,133,800 3,237,900 

   うち過疎債 174,300 74,900 110,800 46,400 

  そ の 他 252,058 3,638,326 3,333,420 2,731,817 

歳 出 総 額 Ｂ 1,453,652 26,812,877 30,927,623 29,141,578 

  義務的経費  854,994 12,029,571 13,791,465 13,648,921 

  投資的経費 447,922 4,624,661 5,291,175 3,182,496 

   うち普通建設事業費 447,922 4,604,789 5,291,175 3,176,792 

  そ の 他 150,736 10,158,645 11,844,983 12,310,161 

  過疎対策事業費 499,384 365,230 173,825 384,859 

歳入歳出差引額Ｃ(A-B) 26,499 1,186,828 1,070,047 1,071,699 

翌年度へ繰越すべき財源Ｄ 8,135 130,952 251,182 200,850 

  実質収支 Ｃ－Ｄ 18,364 1,055,876 818,865 870,849 

財 政 力 指 数 0.078 0.586 0.597 0.563 

公債費負担比率  21.2 19.5 20.1 20.6 

実質公債費比率 - - 13.5 8.2 

起債制限比率 10.3 10.9 - - 

経常収支比率 72.1 83.9 87.2 81.8 

将来負担比率 - - 57.9 9.3 

地方債現在高 2,008,609 33,887,052 32,427,070 27,593,384 
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1-2(2) 主要公共施設等の整備状況 
   

     

区    分 
昭和 45 年度末 昭和 55 年度末 平成２年度末 平成 12 年度末 

旧芦安村 

市 町 村 道         

  改良率 （％） 12.5 36.3 53.2 45.9 

  舗装率 （％） 21.5 63.6 71.2 83.3 

農 道         

 延 長  （ｍ） -  5,044  5,033  5,033  

耕地 1ｈａ当たり農道延長（ｍ） 182 265 280 280 

林 道         

 延 長  （ｍ） 0  0  0  651  

林野 1ｈａ当たり林道延長（ｍ） 0 2.3 2.3 2.3 

水 道 普 及 率 （％） 0 72.1 100 100 

水 洗 化 率 （％） - - - 86.9 

人口千人当たり病院、         

診療所の病床数  （床） 0 0 0 0 

     

区    分 
平成 22 年度末 平成 25 年度末 

芦安地区 南アルプス市 芦安地区 南アルプス市 

市 町 村 道 
 

      

  改良率 （％） 69.3 66.6 69.3 67.3 

  舗装率 （％） 91.1 90.1 91.2 90.4 

農 道         

 延 長  （ｍ） 5,206  278,234  5,206  278,234  

耕地 1ｈａ当たり農道延長（ｍ） - - - - 

林 道         

 延 長  （ｍ） 1,316  24,738  1,316  29,318  

林野 1ｈａ当たり林道延長（ｍ） - - - - 

水 道 普 及 率 （％） 100 99.5 100 99.5 

水 洗 化 率 （％）   96.9 94.8  97.5 97.2 

人口千人当たり病院、         

診療所の病床数  （床） 0 10.0  0 10.0  
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（４）地域の自立促進の基本方針 

本計画は、平成 26 年度に策定された「芦安将来構想（ビジョン）」が基本的

な指針となっている。構想の策定にあたっては、芦安地区の住民や関連団体を

対象としたアンケート調査、現地調査による地域課題の把握を行った。また、

地域内外から参加者を募り、ワークショップ「芦安みらいサロン」を実施して、

地域が抱えている課題や住民の意向などを確認した。こうした取り組みにより、

平成 27 年 2 月に芦安将来構想（ビジョン）が策定された。本計画は、地域の実

情や課題を踏まえ、将来構想の理念を取り入れることで策定を行った。今後は、

市総合計画や各部門計画とも整合性を図りながら、次のとおり芦安地区の自立

促進を積極的に推進していく。 

 

 

 

ア．産業の振興の方針 

◆ 温泉等の既存の地域資源を活用するとともに、地域の風土や特徴を活か

した地域活性化に取り組んでいく。 

◆ 山岳観光の拠点として、南アルプスをはじめとする豊かな自然環境の保

全を図るとともに、より魅力的な登山エリアを目指す。 

イ.交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進の方針 

◆ 安全な通行が行えるように、集落内の狭隘道路や橋梁に対して適正な整

備や維持管理を実施していく。 

◆ 集落内の幹線道路や林道については、関係機関への働きかけ等を行いな

がら、安全な通行が行えるよう努める。 

◆ コミュニティバスの運行を中心に、地域住民の利便性向上につながる交

通施策を実施していく。 
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ウ．生活環境の整備の方針 

◆ 浄水設備や農業集落排水設備の適正な維持管理、ゴミ処理対策を行うこ

とで、生活環境の整備を図っていく。 

◆ 土砂災害、治水対策について、関係機関へ働きかけながら防災体制を整

備していく。 

エ．高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進の方針 

◆ 既存の福祉制度とともに、地域の特性に合った福祉サービスの提供を行

い、すべての地域住民が安心して暮らせる環境を整える。 

オ．医療の確保の方針 

◆ 保健指導の推進や健康管理体制の整備を図ることで、住民の不安を払拭

し、健やかな生活を営めるよう環境を整える。 

カ.教育の振興の方針 

◆ 恵まれた自然環境を生かした自然環境教育の充実を図り、地域への関心

と郷土への誇りを持った、心身の健全な青少年を育成する。 

キ．地域文化の振興等の方針 

◆ 地域の歴史や伝承を地域外の人々に伝え、地域の魅力を発信していくこ

とにより、地域の活性化を図る。 
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（５）計画期間 

計画期間は、平成 28 年 4 月 1 日から平成 33 年 3 月 31 日とする。 

 

 

 

 

 

ク．集落の整備の方針 

◆ 人口の定着化を図るため、空き家の利活用の推進や公営住宅の整備改修を

進める。 

 

ケ．その他 地域の自立促進に関する方針 

◆ 地域の魅力の発信により交流・定住人口の増加を図るため、地域住民・行

政・その他各種団体が連携していくことで地域づくりを積極的に推進してい

く。 

◆ 次項目以降に記載した地域課題への対策や今後の取り組みについては、随

時計画へ盛り込み、推進を図っていく。 

コ.土地利用の方針 

◆ 芦安地区は、集落地や山岳地帯など、地形的な特徴を勘案して土地利用に

ついて検討していき、山岳観光の拠点として、景観を重視した里づくりを推

進していく。 

◆ 「第 2次南アルプス市総合計画」や「南アルプス市まちづくり基本方針（南

アルプス市都市計画マスタープラン）」との整合性を図りながら、有効な土

地利用を進めていく。 
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（６）公共施設等総合管理計画との整合 

公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

平成 28 年 5 月に策定された「公共施設等総合管理計画」において、今後厳し

くなる財政状況の中で、人口減少等により公共施設の利用需要が変化していく

ことが予想されることを踏まえ、公共施設等の全体の状況を把握し、長期的な

視点をもって、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うことを目的として

おり、次の７つの基本的な考え方を掲げている。 

(1) 点検・診断等の実施 

(2) 維持管理修繕更新等の実施 

(3) 安全確保の実施 

(4) 耐震化の実施 

(5) 長寿命化の実施 

(6) 統合や廃止の推進 

(7) 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築 

 

公共施設等総合管理計画との整合 

 本計画における公共施設等のあり方や今後の方向性等については、公共施設

等総合管理計画の基本方針に基づき、適切に維持管理を図る。 
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（１）現況と課題 

現況 

◆  芦安地区内の農業は、自家消費の家庭菜園ほどの規模が中心的である。 

◆  現在、芦安地区内には商店が 2軒あり、地域住民は移動販売や地域外のス

ーパーなどの商業施設に頼っている。 

◆  観光業が盛んであり、市営温泉施設をはじめとして温泉旅館や民宿、ペン

ション等が営業しており、夏や秋を中心に登山者ら観光利用者が訪れている。 

◆  平成 26 年 6 月 12 日に南アルプスがユネスコエコパークに登録され、芦安

地区は核心地域、緩衝地域、移行地域のそれぞれに指定されている。 

課題 

◆  若年層の地域外への流出や高齢化による担い手不足をきっかけに農地の

荒廃や利用率低下等を招いており、遊休農地が点在している。 

◆  サルやシカ、イノシシ等の鳥獣被害がみられる。畑だけでなく、人家にも

被害がある。 

◆  芦安地区内は平坦地が少なく、急傾斜地における工場立地等は非常に難し

い状況である。 

◆  南アルプスユネスコエコパークの利活用については、今後さらに推進して

いく必要がある。全市的な取り組みの中で、芦安地区の活性化に繋がる方策

を検討していく必要がある。 

 

（２）その対策（今後の取り組み） 

◆  遊休農地の有効利用を検討し、有害鳥獣の個体数調整や防止柵資材の購入

費補助等により、鳥獣被害の抑制を図っていく。 

◆  山小屋など山岳施設の改修等を実施し、快適かつ安全に登山ができる環境

を整えることで、山岳観光のさらなる振興を図る。 

２  産業の振興 
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◆  ＩＴ事業者の誘致や空き家の事業所としての活用など、立地の課題を克服

し、新たな産業振興策を検討していく。 

◆  南アルプスユネスコエコパークの緩衝地域や核心地域を含む地域として

自然環境の保全に努めつつ、観光資源としての利活用やＰＲ、観光客に対し

ておもてなしの心を持って迎えられるような体制づくり等を進め、地域の魅

力向上に繋げていく。 

◆  整備が決定している南アルプス周遊道路の開通に向けて、交流人口の増加

に繋がる方策を検討していく。 

（３）計画 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

◆  山小屋は、登山者の安全確保に対応する重要な受け入れ施設として、適

正に維持管理していく。 

◆  温泉施設は経年劣化の進行が早く、修繕の必要な箇所が目立ち始めてお

り、運営を維持していくために、改修や修繕を継続して行っていく。 

◆  レクリエーション・観光施設は、市の資源を活かした観光施策の推進に

向けて、観光客等の受入れ施設として適正管理を行っていく。 

 

公共施設等総合管理計画との整合 

◆  本計画における山小屋及び南アルプス温泉ロッジについては、公共施設

等総合管理計画の基本方針に基づき、適切に維持管理を図る。  

自立促進 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事業内容 事業主体 備考 

1.産業の振興 (8) 観光又はレ

クリエーション 

(1) 山岳施設改築工事 

 

(2) 公共温泉供給施設整備改修

事業 

(3) 観光推進施設整備事業 

 

南アルプス市 

 

〃 

 

〃 

 

 (9) 過疎地域自

立促進特別事

業 

(1) 芦安観光推進事業 

 

(2) 鳥獣被害対策事業 

〃 

 

〃 
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（１）現況と課題 

現況 

  芦安地区の主要幹線道路は、県道甲斐早川線と南アルプス公園線、林道で

は、長野県境の北沢峠までの県営南アルプス林道と沓沢林道があり、地区内

各集落間は、市道古屋敷沓沢線が生活道路として大きな役割を果たしている。 

  県営南アルプス林道については、マイカー規制を実施しており、広河原ま

での乗り入れはバスとタクシー及び許可を受けた車両のみとすることで、通

行車両の安全確保と自然保護を図っている。 

  公共交通については、芦安地区内と白根地区を結ぶコミュニティバスが運

行されている。また、広河原と甲府駅を結ぶ季節路線バスも運行されている。 

  情報基盤整備については、白根ケーブルネットワークの運営によるケーブ

ルテレビが普及している。 

  地域間交流については、各種イベントの開催にあたり地域外から大勢の方

の来訪があり、促進が図られている。 

  市営林道については、下安通前坂下線が整備中である。また、地域内の農

道は本来の目的以外にも日常の生活道路としても重要な役割を果たしてい

る。 

  古屋敷沓沢線の改良は、平成 26 年度に予定区間の工事が完成している。

また、平成 12 年度に古屋敷沓沢線凍結防止対策として急傾斜地等を中心に

スノーシェッドを設置しており、上新倉橋については、平成 14 年度から改

良に着手し、平成 16 年度に完成した。 

課題 

◆  急傾斜な山間地の道路のため、幅員が狭く屈曲が多いため歩行者や対向車

と接触する危険がある。また、冬期間の凍結や降雪、落石の危険がある。 

◆  「県営林道南アルプス線」では大きな落石が発生するたびに車両の通行止

めが行われており、観光客らの通行に影響している。 

 

３  交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進 
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（２）その対策（今後の取り組み） 

  道路や橋梁の適正な維持管理、落石防止対策、安全施設の設置、冬期間の

除雪、凍結防止対策の強化などを進めるとともに、関係機関との連携を図っ

ていく。 

  県営南アルプス林道については、芦安地区の観光面で中心的役割を果たし

ており、今後も改良、安全対策について関係機関へなお一層の要請をする必

要がある。 

  市営林道、農道については、山林の管理や山地に設置されている浄水施設

の維持管理等に支障をきたすことのないように、適正な維持管理を行う。 

  公共交通については、コミュニティバスの運行を中心に、地域のニーズに

合った事業を検討していく。 

  伝送路については、経年劣化が進んでおり、老朽化による機器不良や電源

部の供給断による放送停止を回避し、難視聴地域対策としてのサービスを止

めないため、近年の放送及び通信事業の変革、進歩に対応した拡張性のある

光ケーブルの伝送路に敷設替えを行う。  

 

（３）計画 

 

自立促進 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事業内容 事業主体 備考 

2.交通通信体

系の整備、情報

化及び地域間

交流の促進 

(1) 市町村道 

   道路 

   橋りょう 

(1) 市道維持改良事業 

 

(2) 橋梁長寿命化修繕計画事業 

 

南アルプス市 

 

〃 

 

 (3) 林道 

 

 

 

(6)電気通信施設

等情報化のた

めの施設 

 その他の情報

化のための施

設 

 

(1) 市単独林道開設事業 

 

(2) 小規模治山工事 

 

(1) 芦安 CATV 伝送路敷設替え事業 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

 (10) 過疎地域自

立促進特別事

業 

(1) 芦安地区交通対策事業 

 

〃  
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（４）公共施設等総合管理計画との整合 

公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

◆  道路建設は必要性を吟味した上で、道路整備に関するプログラムに基づ

き行っていく。 

◆  既存の道路についても、維持管理費や利用状況、他路線の配置なども考

慮しながら、維持・修繕や今後の方針を検討していく。 

◆  日々の管理については、トータルコストの縮減を目指して点検・診断等

を行い、安全確保にも努めていく。 

◆  点検・診断等の履歴を集積・蓄積し、維持管理・修繕・更新を含む老朽化

対策などに活かすとともに、今後、公共施設等総合管理計画の見直しを行う

際にも反映を行い計画の充実を図っていく。 

◆  橋梁は架替えの集中を回避し、橋の効率的な維持管理を実施していくた

めに、損傷が甚大になってから、対症療法的に対策を実施するという従来

の対症療法型（事後保全型）管理から、損傷が軽微なうちに、予防的措置

を含めて対策を実施する予防保全型（長寿命化型）管理へと転換し、既存

の橋の健全度の低下を防止して長寿命化を図ることで、橋の安全性を確保

しつつ、コストを縮減すると同時に平準化させていく。 

◆ 「橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、橋梁の維持管理を実施していく。 

 

公共施設等総合管理計画との整合 

◆  本計画における林道、農道及び橋梁については、公共施設等総合管理計

画の基本方針に基づき、適切に維持管理を図る。 
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（１）現況と課題 

現況 

  水道事業は、平成 19 年 4 月より南アルプス市簡易水道事業として給水区

域の全戸に給水を行っている。 

  集中豪雨時に若干の源水濁度の上昇が見られることや、野生動物の増加に

よる糞尿被害等も懸念されるため、平成 26 年度に芦安浄水場に膜ろ過処理

施設の整備を行った。 

  下水処理については、農業集落排水施設により家庭用の雑排水を含めて処

理している。ただし、沓沢地区においては地形的条件により事業導入が難し

いため、合併処理浄化槽が設置されている。 

  芦安地区内のゴミ処理は、市内他地域と同様、委託業者による回収後、中

巨摩地区広域事務組合が管理を行うゴミ処理場にて焼却処理を行っている。 

  芦安地区内の消防体制は、消防団 1 分団（4 部）35 名で構成されている。

また、消防施設として、消防ポンプ自動車や小型動力ポンプ付消防車等が配

備され、各集落には大小 22 ヶ所の防火水槽が設置されている｡（いずれも平

成 27 年 4 月現在） 

  芦安地区における公営住宅については、9 箇所 66 戸が整備されており、

約 72.7％の入居率となっている。（平成 27 年 4 月現在）公営住宅のうち、

大曽利朝日住宅、沓沢住宅は定住促進住宅として整備された。 

  景観については、芦安地区内の案内看板の色や形の統一を進めている。 

  芦安地区は、急峻な地形や河川があることから、たびたび河川の氾濫によ

る水害や落石等に見舞われることがあった。 

  芦安農業集落排水施設は、平成７年度に供用開始され、多くの機器が改

修・更新時期に達しており、施設の維持管理に多額の修繕費を要している。 

課題 

  若年層の都市部への流出などにより消防団員確保が困難になり、団員数

の減少が続いている。 

  芦安浄水場の膜ろ過処理施設の維持管理を徹底し、良質な水道水の安定

的な供給を図る必要がある。 

  土砂災害や河川の氾濫に対しては、適切に対策を講じ、防災に努めてい

く必要がある。 

  芦安農業集落排水施設の整備にかかるコストを縮減する必要がある。 

４  生活環境の整備 
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（２）その対策（今後の取り組み） 

  水道事業については、芦安浄水場における膜ろ過施設の運用により、よ

り安全かつ良質な飲料水を供給していく。また、受益者負担の公平等の観

点から、市水道ビジョンに従い、南アルプス市水道事業への統合を検討し

ていく。 

  排水､下水処理については、生活環境の向上や河川の水質悪化を防ぐため

にも農業集落排水への加入を促進する。 

  消防、防災については､災害時の消防活動が迅速に行えるよう消防団や自

主防災組織の育成強化を図るとともに、住民の意識向上を図る。 

  市営住宅については、公営住宅等長寿命化計画に基づき、外構等の改善・

改修、配管等の改修・整備を行っていく。 

  市サイン計画等も踏まえ、分かりやすく、色､形､素材を統一したユニバ

ーサルデザインによる誘導看板の整備を進める｡ 

  土砂災害や河川の氾濫による災害の防止、治水対策については、関係機

関と連携するとともに、市防災計画に基づいた対策をとっていく。また、

説明会の開催による防災啓発や避難体制の確立など、地域の特性を踏まえ

た対策を検討していく。 

  急傾斜地に面した箇所は土砂災害特別警戒区域に指定されているが、住

民の住環境を維持していくための方策を検討していく。 

  施設の機能診断を実施し、状況把握や改修時期・工法等の検討を行う。

その結果に基づき、施設機能を保全するために必要な対策方法等を定めた

最適整備構想計画を策定し、計画的な修繕、コストの平準化などを行い、

長寿命化対策を進める。 

（３）計画 

自立促進 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事業内容 事業主体 備考 

3.生活環境の整備 (1) 水道施設 

   上水道 

   簡易水道 

   その他 

(1) 南アルプス市水道事業への統合  

 

(2) 芦安簡易水道事業遠方監視システム

構築工事  

南アルプス市 

 

〃 

 

 (2) 下水処理施設 

   農村集落排

水施設 

(1) 農業集落排水事業 〃 

 

 

 (6) 公営住宅 (1) 市営住宅管理補修事業 〃  

 (7) 過疎地域自立

促進特別事業 

(1) 誘導看板整備事業 

(2) 土砂災害特別警戒区域内住宅建替等

補助金交付事業 

(3) 農業集落排水施設長寿命化対策事業 

〃 

 

〃 

〃 
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（４）公共施設等総合管理計画との整合 

公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

①上水道 

◆  多くの設備や施設について、老朽化が進行していることから、水道施設

の機能を確保するため、適切な維持点検を行い、計画的に設備更新を行っ

ていく。 

◆  劣化及び耐震診断の結果を基に、補強、改造を行い、施設の機能を確保

していく。 

◆  効率的な水運用と維持管理を図るため施設の統廃合を進め、新設する水

道施設については、最新の耐震設計法に基づく安全性の高い構造としてい

く。 

◆  「南アルプス市水道ビジョン」に基づき、維持管理等を実施していく。 

②下水道 

◆  「公共下水道整備事業」により公共水域の水質保全を図り、「地震対策整

備事業」により重要なライフラインである下水道施設の耐震化を図り、「浸

水対策整備事業」により近年の都市化による被害リスクの解消を図ること

で、生活環境の向上を目指し、安心・安全・快適な市民生活を確保してい

く。 

◆  日常管理については、トータルコストの縮減を目指して予防保全型の点

検・診断等を行い、安全確保にも努めていく。 

③市営住宅 

◆  人口の減少見通しとなっている中、公営住宅の需要に応じ総数の適正化

に努め、一時的に必要量が足りない場合においても、新規建設ではなく、

民間からの一時的な借上げなどの手段により補うといった工夫を行ってい

く。 

 

公共施設等総合管理計画との整合 

◆  本計画における上水道、農業集落排水設備及び市営住宅については、公

共施設等総合管理計画の基本方針に基づき、適切に維持管理を図る。 
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（１）現況と課題 

現況 

◆  住民基本台帳によると、芦安地区の高齢化率は 36.6％（平成 27 年 4 月現

在）となっており、高齢化率の上昇とともに高齢者世帯､ひとり暮らし高齢

者､要介護高齢者も増える傾向にある。 

◆  昭和 59 年度に保育所を建設し､幼児の健全育成に努めていたが、現在は幼

児数の減少にともない休園している。 

◆  母子家庭に対しては、所得税非課税世帯を対象に医療費の無料化が実施さ

れている。また、自立支援にむけた相談指導の活動強化に努めている｡ 

◆  身体障害者（児）については、疾病の後遺症によるものが多く､年齢も高

齢化の傾向にある｡また、芦安地区内には｢南アルプス市障害者福祉会芦安支

部｣が組織されている｡ 

課題 

◆  住み慣れた地域の中で、いつまでも自分らしい生活が送れるように、介護

予防や高齢者福祉サービスの実施を推進していく必要がある。 

（２）その対策（今後の取り組み） 

◆  家庭の介護力の低下などの背景を踏まえ｢地域で介護を支える｣ことを重

視して､本人の希望した生活が継続できるよう必要なサービス体制整備を目

指す｡ 

◆  通院サービスや高齢者の安否確認を強化していく中で、安心して地域の中

で生活していくことが出来るよう、環境を整えていく。 

◆  対象幼児数を踏まえながら、芦安保育所における保育事業の効果や意義に

ついて検証し、保育環境のあり方も含め､適切な対応を進める｡ 

 

５  高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進 
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◆  母子家庭に対する母子相談員、民生・児童委員活動を強化し､適切な指導

援護を実施するとともに､自立支援にむけた相談指導の活動を強化する。 

◆  障害者が安心して暮らせるよう、在宅福祉サービス、保健・医療サービス

等を実施していく。また、障害者の地域生活を支援するため、地域住民のボ

ランティア活動を促進するとともに、公共施設などのバリアフリー化を推進

する。 

（３）計画 

自立促進 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事業内容 事業主体 備考 

4.高齢者等の保

健及び福祉の向

上及び増進 

(8) 過疎地域

自立促進特

別事業 

(1) 通院サービス事業 

 

(2) 芦安地区一人暮らし高齢者見守り事業 

南アルプス市 

 

〃 
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（１）現況と課題 

現況 

◆  芦安地区においても他の区域と同様に近年､生活習慣病による死亡が増加

している｡予防に向けた取り組みとして、各種健診や健康教育の実施、家庭

訪問等を行っている。 

◆  医療機関については、平成 12 年度に芦安村国民健康保険直営診療所が閉

鎖されて以降は、診療所を通院手段のない高齢者等が多く利用していたため、

現在は通院サービスを実施し、市内の医療機関への送迎を行っている。 

◆  救急医療体制については地理的な条件から時間的な面においての不利は

あるが、道路の整備等により、以前よりも時間の短縮が図られている。 

◆  登山客の安全確保のため､7 月から 8 月の間、北岳山荘に隣接している診

療所内において昭和大学医学部北岳診療部の協力により､登山者に対する診

療活動を行っている｡また、山岳救助協力隊による救助活動や遭難防止の啓

発活動等を実施している。 

課題 

◆  芦安地区内に医療機関がないことから、日頃からの健康管理や相談体制づ

くりについて検討していく必要がある。 

（２）その対策（今後の取り組み） 

◆  総合健診やがん検診等の広報活動を積極的に行い、受診率の向上を図ると

ともに、健康相談の実施等により、住民の不安の払拭を図る。 

◆  今後も、警察や県等の関係機関と連携した山岳救助体制の整備と､北岳山

荘での診療活動の実施により登山者の安全確保に努める｡ 

 

 

６  医療の確保 
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（３）計画 

 

 

自立促進 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事業内容 事業主体 備考 

5.医療の確保  (3) 過疎地域自立

促進特別事業 

(1) 北岳山荘診療体制整備事業 

 

(2) 山岳救助協力隊事業 

 

(3) 芦安地区健康相談事業 

 

南アルプス市 

 

〃 

 

〃 
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（１）現況と課題 

現況 

◆  芦安地区には小、中学校が 1校ずつあり、全校登山の実施など、地域の特

性を活かした教育が実施されている。 自然環境を活かした教育が認められ、

芦安小中学校とも平成 23 年度にユネスコスクール※に加盟した。 

◆  文部科学省へ特例校の申請を行い、平成 25 年度より小中学校において、

少人数学級の特徴を活かした、英会話を通してコミュニケーション能力を高

める教育を推進している。 

◆  教育施設の面では、学校施設の整備をはじめ、充実が図られている。 

◆  生涯学習については、施設、指導者、事業の各分野を組織化することによ

り、地域社会全体の教育力の向上が期待される。 

課題 

◆  自然環境を活かした教育や英会話を活かした教育など、芦安地区独自の教

育に魅力を感じ、定住者の増加につながるような方策を検討していく必要が

ある。 

 

 

 

 

※ ユネスコスクール ユネスコ憲章に示された理念を学校現場で実践するため、また、持続可

能な開発のために、教育プログラム（ＥＳＤ）を通して国際的なネットワークに加盟し、地

球規模の諸問題に対処できる若者を育成していくプログラム。 

７  教育の振興 
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（２）その対策（今後の取り組み） 

◆  今後も地域の特性を活かした自然体験活動などの教育を推進し、郷土愛や

豊かな人格形成を促していく。 

◆  英会話を活かした教育については、その効果について検証していきながら、

独自の取り組みとして推進するとともに、地域外からの通学者や定住者の増

加を図っていく。 

◆  地域の方々とのふれあいという芦安地区のメリットを最大限に生かし、学

校と地域社会が一体となって教育を推進していく。 

（３）計画 

 

 

 

 

 

自立促進 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事業内容 事業主体 備考 

6.教育の振興 (1) 学校教育関連 

施設 

   校舎 

   その他 

 

(1) 小中学校空調設備設置事業 

 

(2) 小中学校非構造部材耐震化工事 

南アルプス市 

 

〃 

 

 (3) 集会施設、体育

施設等 

   集会施設 

(1) 芦安交流促進センターふれあい館

管理事業 

〃 

 

 

 (4) 過疎地域自立

促進特別事業 

(1) 芦安活性化対策育英奨学金貸付事  

   業 

 

(2) 南アルプス自然体験推進事業 

 

(3) 芦安教育推進事業 

 

(4) 姉妹都市国際交流プログラム推進 

事業 

 

〃 

 

 

〃 

 

〃 

 

〃 
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（４）公共施設等総合管理計画との整合 

公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

◆  校舎は老朽化に伴い機能が低下している校舎、非構造部材の耐震性能が

劣っている校舎など、大規模改造工事、長寿命化改良を必要としている建

物があるため、計画的に整備し、児童生徒が日常的に使用する施設である

ため、安全確保については特に重視していく。 

◆  小学校・中学校は、公共施設の中でも大規模な施設であり、また、地域

の中核的な施設であることに鑑み、更新を行う際には周辺の公共施設の機

能の複合化も視野に進めていく。 

◆  文化・生涯学習施設は長期的に維持する施設、当面維持する施設、老朽

化に伴い解体する施設、貸与する施設など、施設の状態や用途によって区

分し、個々に方針を定めていく。 

 

公共施設等総合管理計画との整合 

◆  本計画における芦安小中学校施設及び芦安交流促進センターについては、

公共施設等総合管理計画の基本方針に基づき、適切に維持管理を図る。 
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（１）現況と課題 

現況 

◆  芦安地区には、自然豊かな環境や風土の中で先人たちが築き上げてきた歴

史や伝統、文化があり、山間の地域ならではの伝承や伝説も数多く残ってい

る。 

課題 

◆  地域の歴史や山岳文化を、地域活性化に繋げていくための方策を検討して

いく必要がある。 

（２）その対策（今後の取り組み） 

◆  文化財や郷土の歴史資料の調査を行い、地域住民とともに、その保護を図

るとともに、文化や伝承を地域内外に向けて紹介していく。 

◆  南アルプス芦安山岳館を中心として、自然保護活動やこれまでに培われた

山岳文化の継承を図っていく。 

（３）計画 

（４）公共施設等総合管理計画との整合 

公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

◆  資料館・文化財施設は、貴重な収蔵物の適切な管理を行うとともに、多

くの市民により身近に感じていただくための公開・展示等を行っていく。 

公共施設等総合管理計画との整合 

◆  本計画における南アルプス芦安山岳館については、公共施設等総合管理

計画の基本方針に基づき、適切に維持管理を図る。 

８  地域文化の振興等 

自立促進 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事業内容 事業主体 備考 

7.地域文化の振

興等  

(2) 過疎地域自立

促進特別事業 

(1) 南アルプス芦安山岳館管理 

運営事業 

 

(2) 芦安文化継承・普及事業 

 

南アルプス市 

 

 

〃 
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（１）現況と課題 

現況 

◆  芦安地区の世帯数、人口数は、地域外への流出等により年々減少しており、

それに伴い空き家は増加傾向にある。 

◆  大曽利朝日住宅、沓沢住宅は定住促進住宅として整備されており、入居率

は 87.5％である。（平成 27 年 8 月現在） 

◆  用地の狭あいや急傾斜地といった地形的要因があり、集落整備の実施が難

しい状況である。 

課題 

◆  世帯数や人口の減少により、集落が果たしてきたコミュニティ機能の低下

が課題となっている。 

◆  地域内の空き家の状況の適切な把握や、安全対策、利活用策の検討等が必

要である。 

（２）その対策（今後の取り組み） 

◆  Ｕ・Ⅰ・Ｊターンの受入や交流人口の増加を図り、地域活動への参加を募

ることで、集落の活性化に繋げていく。 

◆  地域コミュニティ機能を維持していく手段や実施にあたっては、地域住民

と連携しながら検討していく。 

◆  空き家については、事業所としての活用等も視野に入れながら、集落内の

空き家の実態調査や、空き家バンク制度の利用を促進し、活用を進めていく。 

◆  定住促進住宅については、適正に補修等を実施し、維持管理に努める。 

◆  集落支援員による地域の巡回や住民による活動の支援などをとおして、集

落機能の維持を図る。 

９  集落の整備 
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（３）計画 

自立促進 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事業内容 事業主体 備考 

8.集落の整備  (1) 過疎地域集

落再編整備 

 

(2) 過疎地域自

立促進特別事

業 

(1) 定住者向住宅管理補修事業 

 

 

(1) 集落支援員事業 

 

(2) 空き家活用定住促進事業 

 

南アルプス市 

 

 

〃 

 

〃 
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（１）現況と課題 

現況 

◆  地域の魅力の発信や活性化のために「新緑やまぶき祭」や「紅葉祭」など、

各種イベントが実施されており、交流人口の増加を図っている。 

◆  芦安地区内には、住民を主体とした各種団体が地域活性化に向けた活動を

行っている。 

◆  平成 26 年度に、芦安将来構想（ビジョン）を策定していくなかで、「芦安

みらいサロン」という地域内外の市民によるグループが組織され、地域課題

に対する検討や地域活性化に向けたアイデアの実践といった活動が行われ

ている。 

課題 

◆  イベントの実施等により、多くの来訪者を招くことで、定住促進を図って

いるが、なかなか成果が上がらない。 

（２）その対策（今後の取り組み） 

◆  地域特性を考慮した住民向けの支援など、制度面でも暮らしやすい環境を

整え、定住者の増加を図る。 

◆  住民による様々な活動を推進していくうえで必要不可欠である人材の育

成について取り組んでいく。 

◆ 住民の力による地域づくりを進めるために、地域で活動する住民や団体を

支援するとともに、地域づくりについて考える機会を定期的に設けていく。 

◆  地域おこし協力隊による活動を推進し、地域資源の利活用を進めることで、

交流定住人口の増加につなげていく。 

◆  より長期的な視点で、今後の地域のあり方や振興策について、研究機関

など外部からの意見も取り入れながら研究していく。 

 

10  その他地域の自立促進に関し必要な事項 
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◆  過疎債を活用した基金を運用し、交通施策をはじめとする地域の自立促進

に資する事業に取り組んでいく。 

（３）計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自立促進 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事業内容 事業主体 備考 

9.その他地域

の自立促進に

関し必要な事

項 

 (1) 地域づくり支援及び研究事業 

 

(2) 地域おこし協力隊事業 

 

(3) 地域振興イベント開催事業 

 

(4) 開山祭 

 

(5) 通勤費助成事業 

 

(6) 結婚関連支援事業 

 

(7) 利子補給金事業 

 

(8) 南アルプス市過疎地域自立促

進基金 

南アルプス市 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 

 

〃 
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事業計画（平成２８年～３２年度）過疎地域自立促進特別事業分（ソフト事業分） 

自立促進 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事業内容 事業主体 備考 

1.産業の振

興 

過疎地域自立

促進特別事業 

芦安観光推進事業 

遊休農地の活用や、観光推進を図るための地域

イベントの開催、公共施設の活用などをとおして

地域の活性化を図る。 

南アルプス

市 
 

鳥獣被害対策事業 

イノシシ、サル、シカの有害鳥獣駆除の促進、

電気柵等の資材購入費補助や、鳥獣被害防止のパ

トロールを実施する。 

〃  

2.交通通信

体系の整備、

情報化及び

地域間交流

の促進 

過疎地域自立

促進特別事業 

芦安地区交通対策事業 

市内全域にてコミュニティバス事業を実施。芦

安地区には、地区内と白根地区を結ぶ芦安路線

（北岳らいちょうライン）が運行している。 

〃  

3.生活環境

の整備 

過疎地域自立

促進特別事業 

誘導看板整備事業 

公共サインと民間サインを集約し統一化したサ

イン整備を行い、景観に優れた地域づくりを行

う。 

〃  

土砂災害特別警戒区域内住宅建替等補助金交付

事業 

 芦安地区の土砂災害特別警戒区域内において、

住宅等の新築、増築または改築する場合、建築構

造強化経費の一部を補助する。 

〃  

農業集落排水施設長寿命化対策事業 

施設の機能診断及び下水道台帳整備を実施し、

最適整備構想を策定する。 

〃  

4.高齢者等

の保健及び

福祉の向上

及び増進 

過疎地域自立

促進特別事業 

通院サービス事業 

一般の交通機関の利用が困難な高齢者を医療機

関へ送迎する。 

〃  

芦安地区一人暮らし高齢者見守り事業 

高齢者見守り員が一人暮らし高齢者宅を訪問し、

安否確認を行う。 

〃  

5.医療の確

保 

過疎地域自立

促進特別事業 

北岳山荘診療体制整備事業 

7 月から 8月の間、北岳山荘に隣接している診療

所内において､登山者に対する診療活動を行う｡ 

〃  

山岳救助協力隊事業 

登山者の事故防止の啓発活動や山岳遭難者の救

助、捜索協力を行う。 

〃  

芦安地区健康相談事業 

保健師が各世帯への訪問等を行い、健康相談を

実施する。 

〃  
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6.教育の振

興 

過疎地域自立

促進特別事業 

芦安活性化対策育英奨学金貸付事業 

芦安地区に住む高校生等を対象に、就学に係る学費

の一部を貸与する。 

〃  

南アルプス自然体験推進事業 

芦安小中学校を対象に、各種自然体験活動を実施

し、児童・生徒に豊かな感性を醸成することを目指

す。 

〃  

芦安教育推進事業 

英会話科を設置し、小中学校の 9年間を通じた英会

話活動を進める。 

〃  

姉妹都市国際交流プログラム推進事業 

小学 5、6年生と中学生を対象に外国語や異文化へ

興味が持てるようなプログラムを実施する。 

〃  

7.地域文化

の振興等 

過疎地域自立

促進特別事業 

南アルプス芦安山岳館管理運営事業 

南アルプス芦安山岳館の管理運営を行い、山岳文化

の継承、普及を図る。 

〃  

芦安文化継承・普及事業 

地域に残る歴史・文化を継承し、地域内外への普及

を図る。 

〃  

8.集落の整

備 

過疎地域自立

促進特別事業 

集落支援員事業 

集落支援員を置き、地域の巡回や住民による活動の

支援を行う。 

〃  

空き家活用定住促進事業 

 空き家の改修補助等により利活用を促進する。 
〃  

9.その他地

域の自立促

進に関し必

要な事項 

過疎地域自立

促進特別事業 

地域づくり支援及び研究事業 

地域で活動する各種団体の支援や、ワークショップ

の運営、学術機関などによる地域活性化策の検討を

行う。 

〃  

地域おこし協力隊事業 

地方の暮らしに興味を持った人材を採用し、地域活

動に取り組み、協力隊員の定住と地域活性化を図る。 

〃  

地域振興イベント開催事業 

イベントを開催し、地域内外の交流を促すことで地

域活性化を図る。 

〃  

開山祭 

登山者の安全を祈願して広河原にてセレモニーを

行う。 

〃  

通勤費助成事業 

地区外に通勤する者に 3年間通勤費を助成する。 
〃  

結婚関連支援事業 

住民が婚姻し、夫婦がともに芦安地区に定住する場

合に結婚祝い金を支給する。 

〃  

利子補給金事業 

芦安地区内に工場等や住居を新設または増設した

者に対して利子補給金を支給する。 

〃  

南アルプス市過疎地域自立促進基金 

過疎債による基金を造成し、過疎地域自立促進特別

事業（ソフト事業）の事業費として活用していく。 

〃  


